
（宛先）松山市長

下記「誓約・同意事項(１)～(９)」に誓約・同意の上，申請します。

↑チェック（☑）してください。

（裏面もご記入ください。）

３．対象児童の父又は母（上記１で記入していない父又は母）

(1) 対象児童と同居してこれを監護し，かつ，生計を同じくしています。

(2) 申請日から起算して1年以上継続して本市に居住する意思があります。

(3) 松山市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員等に該当しません。

(4) 市税を滞納していません。（特別徴収した市税の滞納を除く。）

(5) 生活保護を受けていません。

(6) 県内の他市町において，同一の対象児童について，えひめ人口減少対策交付金を活用した同様の補助金

　の交付決定を受けていません。

(7) 対象児童の父母ともに勤務地は県外ではありません。

(8) 対象児童の出産に伴う，本市への一時的な居住ではありません。

(9) 申請日以後に転出した場合は，補助対象外となる場合があることを理解しています。

(10) 補助金は，一時所得であることを理解し，また，一時所得が特別控除額（最高50万円）を超えた額に

　ついては，所得税が課税されるため，確定申告をする必要があることに異議はありません。

(11) 申請・請求内容に一切の偽りはなく，また，補助金交付要綱の規定違反や偽り等によって，補助金の

　交付の決定を取り消されたときは，交付された補助金を松山市に速やかに返金します。

(12) 市が，審査に必要な範囲で，市税の納付状況，同様の補助金の交付状況，児童手当・児童扶養手当・生

　活保護・医療助成等の資格状況等について，調査することや他の行政機関等に照会することに同意します。

勤務先会社名 勤務地

（　　　　　）市・町

４．誓約・同意事項

住所（住民票所在地）※「１．申請・請求者」と同じ場合は記入不要 申請者電話番号 勤務先電話番号

　松山市

月 日
氏　　　　　名

メールアドレス

（　フ　リ　ガ　ナ　）

生年月日 年

母子健康手帳
交付日 年 月 日

母子健康手帳
番号 No.

母子健康手帳
交付自治体名

松山市 ・その他（　　　　　　　）

２．対象児童

（　フ　リ　ガ　ナ　）
生年月日 年

　松山市

勤務先会社名 勤務地

（　　　　　）市・町

月 日
氏　　　　　名

氏　　　　　名
メールアドレス

住所（住民票所在地） 申請者電話番号 勤務先電話番号

日

１．申請・請求者（対象児童の父又は母）

（　フ　リ　ガ　ナ　）
生年月日 年 月 日

（別紙）

様式第１号（第８条関係）

松山市出産世帯応援事業補助金交付申請書兼請求書

記入日 年 月



（定額分の額） （補助対象経費の限度額）

【受取口座記入欄】

※長期間入出金のない口座の使用は控えてください。

次の書類について確認し，添付してください。

（１）別紙１

（２）購入対象経費のレシート又は領収書の原本（購入年月日，購入店，金額及び製品名等が確認できるもの）

（別紙２に貼り付けてください。領収書のサイズがＡ４サイズの場合は貼り付け不要です。）

（３）対象児童の母子健康手帳の表紙の写し

（母子健康手帳の交付年月日・交付番号・交付自治体名，対象児童の氏名・生年月日が確認できるもの）

（４）補助金の受取口座の通帳・カード等の写し（金融機関名・支店名・口座番号・口座名義人（カナ）が確認できるもの）

【次に該当する者は，上記に加え，追加書類が必要です。】

　●申請・請求者以外の受取口座を記入した者　追加書類（５）

　●申請・請求者の配偶者の住民票が市外にある者　追加書類（６）（７）

　●配偶者がいない者　追加書類（７）

（５）委任状（松山市ホームページからダウンロードすることができます。）

（６）配偶者の住民票の写し

（７）対象児童の戸籍謄本の写し

 ※審査に当たり，必要に応じて追加で書類の提出を求めることがあります。

７．添付書類

※差額申請とは，前年度に対象児童に係る補助金の交付を申
　請し，補助金の交付済額が上限額に満たない者が，今年度
　に再度申請することをいう。

※ゆうちょ銀行を選択された場合は，「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」(通帳見開き下部に記載)を記入してください。

預金種別 口座番号（※必ず７桁です。）
（　フ　リ　ガ　ナ　）

口　座　名　義

1．普通
2．当座

支店

支所

金融機関番号 店番号

銀行

金庫

信組

信連

農協

漁協

信漁連

本店

本所

差額申請
前年度の補助金の上限額
から交付済額を除いた額

６．受取方法

受取口座を記入してください（申請・請求者以外の受取口座を記入する場合は，委任状が必要です。）。

金　融　機　関　名 支　店　名

新規申請 100,000円
対象児童の出生日に父母ともに

35歳以下の新規申請
200,000円

差額申請 　　　0円 上記に該当しない新規申請 100,000円

 申請額・請求額 円 （Ａ）＋（Ｅ)の額を記載
※この欄の金額の訂正不可

対象児童に対する申請の分類 定額分の額 申請・請求者の分類 補助対象経費の限度額

 補助対象経費
 の合計額

（Ｄ） 円 別紙１【補助対象経費】に記載の（Ｄ）の額（その額に千円未満の
端数があるときは，これを切り捨てた額）を記載

 補助対象経費
 に係る申請額

（Ｅ） 円 （Ｂ)の額又は（Ｄ)の額のいずれか少ない方の額を記載
※この欄の金額の訂正不可

 補助対象経費
 の限度額

（Ｂ） 円 下表（補助対象経費の限度額）の該当する額を記載

 補助金の
 上限額

（Ｃ） 円 （Ａ）＋（Ｂ）の額を記載

５．申請額・請求額

 定額分の額 （Ａ） 円 下表（定額分の額）の該当する額を記載


